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１．研究の背景・目的 

 

大学生は電車、バス、自動車、自転車、バイク、徒

歩など、様々な交通手段がある中から、最適な交通手段

を選んで大学まで通学している。特に、都心部に位置す

る大学の周辺が住宅街となっている地域には、暮らしの

行動範囲を広げるために、二輪車を使用する学生は多い

と考えられる。さらに、近年通学のために二輪車を利用

することは難しい環境となってきているにも関わらず、

自転車やバイクで通学している学生の数は大して減少し

ていないと考えられる。どこでも自由かつ無料で自転車

やバイクを駐輪できるようにすることは難しいかもしれ

ないが、地域によっては、「大学」と「学生」が協力し

て、学生の自転車・バイク通学によって生じる問題に関

して、共に許容できるコミュニティーを創り上げること

は可能であると考えられる。 

以上のような背景から、大学内や大学周辺への駐輪

によって生じる問題を把握した上で、「大学」と「学

生」に対して、ヒアリング調査やアンケート調査を行う

事によって双方の実態や意識を分析し、「周辺環境」を

加味した上で何が問題、課題であるかを解明することが

本研究の目的である。 

 

２．研究の概要 

 

（１）研究のフロー              

本研究は、まず始めに、行政による駐輪スペースに

関する施策調査などの現況整理を行う。 

次に、複数の大学に対してヒアリング調査を行うこ

とによって、大学内の駐輪スペースの有無、学生の駐輪

による問題の有無、各大学における駐輪に対する施策な

どを把握する。続いて、大学における実態を把握した上

で、学生の通学方法や、自転車通学・バイク通学に関す

る意識、有料駐輪場に対する意識を把握するために、学

生に対してアンケート調査を行う。 

*キーワーズ：駐車需要、自転車交通行動、駐車場計画  

**学生員，工修，早稲田大学大学院理工学研究科建設工学専攻 

***フェロー会員，工博，早稲田大学理工学部社会環境工学科教授 

（東京都新宿区大久保3-4-1 51号館15階07室、 

TEL03-5286-3408、FAX03-5272-9723） 

最後に、大学や学生への調査結果を踏まえた上で、

現況の問題点を指摘し、今後の大学内や大学周辺地域の

駐輪スペースについて考察を行う。 

 

（２）本研究での用語の定義         

  学生…大学生や大学院生のことを指す 

周辺環境…地理的環境、行政的環境を含んだ地域一帯の

状態 

 二輪車…自転車、バイク、原動機付自転車（以下、原

付）などの車輪が二つの車のこと 

放置駐輪…長時間に渡り、二輪車をある地点に置きっぱ

なしにしておくこと 

 

（３）調査対象地について 

 周辺環境の現況把握のための対象地として、新宿区を

選定した。対象地選定条件として、区内に自転車・バイ

ク通学者が多いと見込まれる大学があることを考慮した。 

次に、大学へのヒアリング調査対象地として、東京

都23区内に位置する7大学9キャンパスを選定した。対象

地選定条件として、大学内や大学周辺の地理的条件が

様々であり、学生の通学方法に違いがあると見込まれる

ことを考慮した。 

最後に、学生へのアンケート調査対象地として、ヒ

アリング調査対象大学から、早稲田大学、東京大学を選

定した。対象地選定条件として、二輪車を使用して通学

する学生と二輪車を全く使用しないで通学する学生の十

分なサンプル回収が見込まれること、大学内に駐輪スペ

ースがあることを考慮した。 

 
３．新宿区の駐輪場事業の現況整理と課題 
 

新宿区内に位置する 30 駅周辺に、1 日約 6 千台の放

置自転車がある。新宿区は、交通障害を引き起こし、街

の景観を損ね生活環境を悪化させている放置自転車に対

して、必要最小限の自転車駐車場を整備することを目標

として以下の4つの事業に取り組んでいる。 

表3.1 事業内容 
事業内容

事業① 自転車駐車場の設置
事業② 自転車等整理区画の設置
事業③ 撤去及び啓発
事業④ 住民との協働  



今回は、駐輪スペースについて考察するため、事業

①～③に焦点をあてる。新宿区内における自転車駐輪場

と自転車等整備区画の利用状況を表3.2に、自転車駐車

場、自転車等整理区画、撤去及び啓発の3 事業ごとのコ

ストをまとめ、事業ごとに放置自転車１台あたりのコス

ト等を算出した結果を表3.3に示す。金額については百

万円未満を四捨五入して表記した。 

表3.2 駐輪スペースの利用状況 

利用状況

自転車駐車場 44.2%（平成14年度）

自転車等整備区画 133.1%（平成14年度）  

表3.3 事業①～③のコスト詳細 

給料等（A） 14 13 84 111

委託料（B） 58 14 50 122

使用料及び賃借料（C） 8 0 5 13

その他（D） 6 2 36 44

総コスト（E=A+B+C+D） 86 29 175 290

事業収入（F） 19 8 46 73

純コスト（G=E-F） 67 21 129 217

年間延べ利用台数（H） 265,694台 458,400台 32,064台

１台あたり総コスト（I=E/H） 324円/日 64円/日 5,444円/回

１台あたり純コスト（J=G/H） 251円/日 47円/日 4,018円/回

受益者負担率（K=（I-J）*100/I） 22.5% 26.6% 26.2%

‐事業①+②+③‐
合計

‐事業①‐
自転車駐車場

‐事業②‐
自転車等整理区画

‐事業③‐
撤去・啓発

 
（単位：百万円） 

‐事業①の課題‐ 

受益者負担率 22.5%で約 8 割が新宿区の負担となって

いる。新宿区の負担が大きい主な要因として、駅前に十

分な駐輪場用地を確保することが困難であり、利用率が

低くコスト高となっているためである。そのため、自転

車駐車場利用率の向上、自転車駐車場使用料の見直し、

管理経費の削減などが必要である。 

‐事業②の課題‐ 

表 3.3 より総コストを比較すると、事業①における

総コストの5分の 1、利用率は 122.7%と収容台数を越え

る高水準にあるが、受益者負担率が 26.6%と低く、新宿

区負担が大きい要因は整理区画の規模が小さいことが挙

げられる。整理区画の整備は、道路交通法や道路法の制

約があり、自転車需要に応じた適切な区画を確保するこ

とは困難であり最小限の区画の整備に留まる場合が多い

ためである。しかしながら、整理区画は利用が収容台数

を超える利用率であり、整理区画を増設して利用台数を

上げることがコスト削減に直結する。道路管理者、交通

管理者の一層の協力を得て整理区画を増設していくこと

が現実的、かつ即効性のある対策であると考えられる。 

‐事業③の課題‐ 

受益者負担率 26.2%で約 7 割が新宿区の負担であり、

3 つの事業の中で極めてコスト高である。ゆえに返還手

数料を上げて自転車放置者に対して適正な負担を求めて

いき、さらに保管場所は撤去自転車で常時空きがないた

め、駅前放置自転車の撤去を強化できず保管場所の増設

や保管期間のさらなる短縮が大きな課題となっている。 

 

４．大学に対するヒアリング調査 

 

（１）ヒアリング調査の概要と結果 

表4.1 ヒアリング調査の質問項目

【質問Ⅰ】

【質問Ⅱ】

【質問Ⅲ】

【質問Ⅳ】

自転車・バイクによるキャンパスへの入構制限の有無

学生の自転車・バイク通学によって生じる問題の有無

過去に、それらの問題に対して行った施策とその結果

それらの問題に関する今後の計画  
表4.2 ヒアリング調査の結果(概要) 

質問Ⅰ
入構制限

質問Ⅱ
問題の有無

質問Ⅲ
対策と結果

質問Ⅳ
今後の計画

自転車・
バイク

入構可能

主に大学内
で問題

放置駐輪は
半年後に移動、
２カ月後に処分

駐輪スペース
の増設は難しい
入構制限の強化

も難しい

自転車・
バイク入構

許可制

以前は大学内
で問題だった
現在は大学外

で問題

入構を許可制で大学内
スペース確保に成功
同時に大学周辺に

自転車やバイク増加し
交通指導員を配置

特になし

自転車・
バイク

入構可能

主に大学内
で問題

放置駐輪は
半年後に移動、
２カ月後に処分

近々、入構制
限がかかる
可能性大

自転車のみ
入構可能

主に大学内
で問題

１週間放置
→別の場所で１週間
→別の場所で３ヶ月
→約３ヶ月後に処分

特になし

自転車・
バイク

入構可能

主に大学内
で問題

駐輪場の限定化を
試みたが失敗

許可証制度
の厳格化

駐輪スペース
の再配分

自転車・
バイク入構

不可能

大学周辺
で問題

張り紙で撤去の告知
したが失敗

学生用の駐輪
スペースを作る
ことに関して

意識あり

自転車・
バイク入構

不可能
特になし 特になし 特になし

自転車のみ
入構可能
バイクは
許可制

大学内、
大学周辺
両方で問題

懲戒処分規定で
バイク通学者激減
大学内の放置自転車
は、放置許容期間を

７日にした結果、減少

特になし

自転車のみ
入構可能 特になし 特になし 特になし

文化女子大学
新都心キャン

パス

東京大学
本郷キャンパ

ス

慶應義塾大学
三田キャンパ

ス

青山学院大学
青山キャンパ

ス

駒澤大学
駒沢キャンパ

ス

早稲田大学
西早稲田キャ

ンパス

早稲田大学
大久保キャン

パス

早稲田大学
戸山キャンパ

ス

立教大学
池袋キャンパ

ス

 

ヒアリング調査の結果を箇条書きでまとめる。 

・ 大学内においては、長期間の放置駐輪による、

スペース欠損が最も深刻な問題である 

・ 大学周辺においては、路上駐輪や危険な走行に

よるクレーム対処のために、多大な費用がかか

っている 

・ 放置駐輪を撤去するまでの期間は大学によって

大きく異なる 

・ 大学の所在地によって駐輪場のニーズが異なる 

・ 大学によって今後の施策が異なる 

 

（２）ヒアリング調査の考察 

自転車通学をする学生数は大学周辺環境によって左

右されると推測される。 

また、大学内に放置駐輪された自転車やバイクを撤

去するまでの期間を短縮させることは、単に撤去台数を

増やすということだけでなく、放置駐輪し続ける学生の

問題意識を啓発させ、大きな効果がある。しかし、前述

したとおり撤去には 1 台あたり多大なコストがかかる

ことも懸念される。 



 

５．学生に対するアンケート調査 

 

（１）アンケート調査の概要 

アンケート調査の実施概要、回収状況、質問項目は

表5.1に示すとおりである。 

表5.1 アンケート調査の概要 

調査日

調査方法

大学名・キャンパス名 有効回答数（枚） 割合（％）
早稲田大学西早稲田キャンパス 132 64.7

早稲田大学大久保キャンパス 44 21.6
早稲田大学戸山キャンパス 15 7.4

東京大学本郷キャンパス 13 6.4
全体 204 100

質問項目

有料駐輪場利用条件 大学からの距離、利用料金

調査内容

個人属性など 性別、大学、キャンパス、学年などの個人属性と、自由回答

学生の自転車・バイク通学
に関する意識調査

放置駐輪に関する問題意識
規制強化に関する効果意識

駐輪場の必要性に関する意識
学生の自転車利用と駅の関連性を問う意識

大学生の駐輪に関する問題の重要度

自転車・バイク通学生
に対する意識調査

自転車・バイク通学の生活密着度
迷惑な駐輪行動をする際の意識

有料駐輪場に対する意識

現地配布、現地回収
アンケート回収状況

アンケート質問項目概要

通学方法全般 現在と過去（ただし大学入学以降）の
通学方法、頻度などを問う内容

アンケート実地概要
2007年1月15,16日

早稲田大学西早稲田キャンパス、早稲田大学
大久保キャンパス、早稲田大学戸山キャンパス、
東京大学本郷キャンパスに通う大学生・大学院生

調査対象者

 

 

（２）学生の属性 

 学生の通学方法によって、学生を3つのグループに分

け、通学方法の変化を以下に示す。 

表5.2 グループの種類 

グループ①
グループ②
グループ③ 通学において大学へアクセスするために二輪車を使用する

通学において大学以外の目的地へアクセスするために二輪車を使用する

通学において二輪車を全く使用しない

 

表5.3 各グループにおける通学方法の変化 

大学入学時 96 67 41 204

現在 117 46 41 204

グループ① グループ② グループ③ 計

 

通学の際に自転車やバイクを使用する学生は全体的に

減少したが、大学までのアクセスに二輪車を使用する学

生数の割合には変化がなかった。 
 

（３）放置駐輪に対する意識 
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15.3%

47.5%

49.7%

7.5%

20.9%

7.5%

9.2%

5.0%

4.9%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループ③

グループ①+②

かなりそう思う 少しそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない 全くそう思わない  
図5.2 質問「駐輪問題の原因は学生にある」 
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グループ③

グループ①+②

かなりそう思う 少しそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない 全くそう思わない  

図5.3 質問「大学内の放置駐輪は問題である」 

図 5.2 と図 5.3 より、グループ③の学生は、自分た

ちの駐輪行動によって何かしら問題が生じていると自

覚しているが、放置駐輪に対して問題視していない学

生が多い傾向が見受けられる。 

 

（４）二輪車通学への依存度 

15.4% 7.7% 25.6% 41.0%10.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループ③

かなりそう思う 少しそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない 全くそう思わない

 

図5.4 規制強化による他の交通手段への変更意識 

48.7%

43.5%

30.8%

21.7%

2.6%

4.3%

10.3%

21.7%

7.7%

8.7%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

グループ③

グループ②

かなりそう思う 少しそう思う どちらともいえない

あまりそう思わない 全くそう思わない  

図5.5 二輪車通学禁止による通学への支障 
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図5.6 アクセス充実化による二輪車通学減少 

図 5.4 より、グループ③の学生において、もし二輪

車通学に対する規制が強化されても、他の交通手段への

変更を考える学生は、3 割にも満たなかった。その原因

として、図5.5より、グループ③において約8割もの学

生が二輪車使用禁止は通学に支障をきたすと考えている

ことが挙げられる。共に通学に二輪車を使用しているグ

ループ②と③の学生間において、二輪車使用禁止による

通学への支障には有意差(Ｐ=0.0242)があったことから、

二輪車使用禁止による意識にはかなりの差がある。グル

ープ②の学生よりも、グループ③の学生の方が二輪車で

通学することに依存していると考えられる。 



しかし、図 5.6 より、グループ③の学生の 5 割は、

大学付近に駅が開設されるなどして大学へのアクセス方

法がより充実しても、二輪車通学の学生数は減らないと

考えている。それ以外（グループ①+②）の学生間と母

平均の差の検定を行った結果、有意差(Ｐ=0.0230)があ

ったことも考慮すると、大学へのアクセス方法の充実化

はグループ③の学生の通学行動の変化に大して影響を及

ぼさないと考えられる。 

 

（５）有料駐輪場の利用に対する意識     

有料駐輪場に対する利用意識について、「駐輪場の

場所」と「利用料金」について問い、考察をした。 

 「場所」に関しては、図5.7 に示すように全サンプル

の9割以上の学生が「大学から5分以内」が許容範囲で

あると答えた。 

 「利用料金」に関しては、前述した3つのグループ別

に平均月額利用料金と有料駐輪場でも利用すると答えた

人の割合を図5.8 に示した。平均月額利用料金と駐輪場

の有料化を許容する割合との関係に強い負の相関が出た

(相関係数=-0.996)。 

徒歩７分以内
2%

徒歩１０分以内
4%

場所は妥協
1%

徒歩５分以内
25%

徒歩３分以内
44%

徒歩１分以内
24%

 
図5.7 駐輪場の大学からの距離 

939

1039

1053

54.3%

61.2%

52.5%

880

900

920

940

960

980

1000

1020

1040

1060

1080

グループ① グループ② グループ③

平
均

月
額

利
用

料
金

（円
）

40.0%

43.0%

46.0%

49.0%

52.0%

55.0%

58.0%

61.0%

64.0%

67.0%

70.0%

有
料

を
許

容
す

る
学

生
の

割
合

月額利用料金 有料許容者

 
図5.8 月額利用料金及び有料許容者数の割合 

 全サンプルの9 割以上の学生にとって、大学から徒歩

5 分以内が限界であると感じている原因として、自転車

の利点の一つである、目的地の間近まで乗り付けられて、

手軽に停められるという点を重要視していることが考え

られる。 

 利用料金に関しては、グループ③の平均月額利用料金

が最も高かったが、他の2グループとの間で有意な差が

あるという結果はなかった。また、月額利用料金と駐輪

場の有料化を許容する学生の割合に負の相関が生じた原

因として、以下の点が挙げられる。 

・ 通学における二輪車への依存性があるほど二輪

車を利用して通学することに価値を見出し、よ

り高い利用料金を支払っても構わないと考える

学生が多いこと 

・ 現在における学生用の駐輪場は、無料で利用で

き、その現状が現在における無料駐輪場の利用

者(グループ③の学生)にとって駐輪場の有料化

に抵抗を感じさせていること 

 

６．まとめと今後の課題           
 

都心部に位置する大学には、様々な特性がある。そ

の大学内や大学周辺における、学生の通学によって生じ

る問題が「改善された」と実感できる水準は、大学によ

って異なると考えられる。 

例えば、二輪車通学に依存している学生数の多い大

学において、二輪車通学に関して入構規制を施行するこ

とによる大学側の意向と、その際の学生側の実態は相反

するものであり、単に二輪車による通学を制限するとい

うことは、学生の通学によって生じる問題を「改善する

ということ」とは言い難い。 

そして、学生側もその問題に対して、都心部に位置

する大学に通っているということに自覚を持ち、特に大

学内への放置を自粛し、大学周辺における有料駐輪場を

利用することも視野に入れておく必要がある。 

そこで、新宿区内の大学周辺における有料駐輪場の

展望として、道路交通法、道路法の制約を加味しながら

自転車等整備区画の増設が望ましい。また、環境の変化

に対応できるように、地域住民の意識調査などを取り入

れ、定期的に大学側の対策と効果・目標を見直す必要も

あり、「大学」と「学生」と「周辺環境」それぞれの立

場から総合的に達成度を評価していくことが重要である

と考えられる。 

今後の課題としては、一般性を高めるために、より

多くの学生サンプルを集めて、大学の違いにより通学方

法や通学に関する意識の違いを調べ、学生の通学によっ

て生じる問題の細かな要因の関連性について調べる必要

がある。 
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